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成長戦略進化のための今後の検討方針 (抄)  
 

平成26年1月20日  
産業競争力会議 

      
  
  
Ｉ．働く人と企業にとって世界トップレベルの活動しやすい環境の実現  
  
１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現のための働き方改革 

  
② 「柔軟で多様な働き方ができる社会」の構築等  

 職務・能力を明確化した働き方を実現するため、「ジョブ型」等の「多様な正社員」の普及・拡大
を図る。このため、就業規則の規定例も含めた明確なモデルを提示する。労働契約締結時等に
おいて、企業側が職務内容等を明示し、労使双方が互いに権利義務関係を明確にする「契約社
会」にふさわしい行動様式を確立する。このため、普及啓発にとどまらない実効性ある方策につ
いて平成26年年央を目途に結論を得る。  

 


